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1. はじめに

　近年、日本の高等教育機関において、障がいのある学生に対する

合理的配慮の提供が義務化された。これは2016年4月に施行され

た障害者差別解消法に基づくものであり、大学には障がいによる社

会的な障壁を取り除くための努力が求められる。文部科学省の調査

によれば、大学等における障がい学生の支援ニーズは年々増加して

おり、2021年度には約4万人の学生が何らかの支援を受けている

とされる [1]。これらの学生に対し、大学が果たすべき役割は単に

教育機会を確保するだけでなく、個々の能力を最大限に引き出し

社会で自立するための基盤を築くことにある。本学はデジタルコン

テンツに特化した大学として、障がいのある学生を含む多様な才能

を持つ人材の育成を重要な使命と位置付けている。障がいのある学

生がテクノロジーを使いこなし、社会に貢献できる人材となるよう

育成することは本学の重要な責務である。本稿は、障がい支援が不

十分であった過去から、現在の組織的支援に至るまでの本学の取り

組みを報告する。

2. 障がい支援の始まり

2.1  四肢不全の学生の入学が大学にもたらした変化
　本学における障がい支援の本格的な取り組みは、約5年前、四肢

不全の学生が入学したことから始まった。当時、障がい支援に関す

る学内体制は十分に整備されておらず、個別の配慮は担当部署や教

員に一任され、その判断基準も不明確であった。物理的な環境は健

常者向けに設計されており、車いすを使用する学生の安全な移動や

施設利用は困難であった。この学生の入学は、学内に存在する障壁

を可視化し、大学の現状と向き合い障がい支援を喫緊の課題として

捉える契機となった。特定の学生のニーズという具体的な課題に直

面することで、全学的な支援体制の必要性が強く認識された。

2.2 最初の合理的配慮としての車いすの購入と多目的トイレの設置
　四肢不全の学生のニーズに応えるため、本学は最初の合理的配

慮として車いすを購入した。これは学生のキャンパス内での自律的

な移動を可能にするための重要な措置であった。また、学生が安

心して学業に専念できるよう、キャンパス内の主要な箇所に多目的

トイレを設置する工事も実施した。これらの物理的バリアフリー化

は、特定の学生の安全と利便性を確保するための具体的な対応であ

り、本学における組織的な障がい支援の出発点となった。この経験

は、個別の学生のニーズに応えることが、その後の制度構築やより

包括的な支援体制の確立に繋がるという認識を学内に広めること

になった。

3. DHUでの障がい支援課題への工夫

　デジタルハリウッド大学の教員は半数以上が非常勤講師で構成さ

れている。これは、多忙なクリエイティブ業界の第一線で活躍する

実務家から実践的な教育を受けるという本学の教育理念に基づくも

のである。しかし、この教員構成は、障がい支援の連携において課

題をもたらしている。

　教員研修の実施に先立ち、登録フォーム内に設けた項目を通じて、

教員の合理的配慮に関する認知度調査を行った（図1）。
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図1：認知度調査の回答者の年齢階級・性別グラフ

　教員研修に申し込んだ33 名の教員を対象とした結果、「障がい

学生支援」について「言葉を聞いたことがある程度」が 39.4% を

占め、「初めて聞いた」「あまりよくわからない」と回答した教員を

合わせて約20%に上ることがわかった（図2）。また、「合理的配慮」

に関しても同様に、「言葉を聞いたことがある程度」が 39.4%、「初

めて聞いた」「あまりよくわからない」が合わせて約 18%となり、

障がい学生支援に対する教員の認知度には課題があることが明ら

かとなった（図 3）。
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脱却するため、物理的環境の整備に加え、正式な支援申請手続きを確立した。また、教員の半数が非常勤であるという本学
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「障がい学生支援」について、どの程度ご存知か教えてください。

● あまりよくわからない

● 言葉を聞いたことがある程度

● だいたいの内容は知っている

● 内容をよく理解している

● 初めて聞いた

33件の回答

39.4%

15.2%

24.2%

15.2%

6.0%

図2：障がい学生支援に対する教員の認知度
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図3：合理的配慮に対する教員の認知度

　個々の非常勤講師は授業時間外に大学に滞在する時間が限られて

いるため、学生の障がい特性や配慮事項を教員全員に個別に共有す

ることが難しい。その結果、継続的なサポートが十分に機能しない

という問題があった。この課題に対応するため、本学は特定の科目

において連携体制の構築を試みた。英語科目では、各クラスの学生

情報を把握している教員を一人定め、その教員と障がい支援担当者

が毎週ミーティングを実施している。この体制により、一学年を通し

て学生の様子を継続的に共有し、状況に応じた支援を行うことがで

きるようになった。この取り組みは、教員の雇用状態という課題に

対する効果的な解決策として機能している。

4.申請手続きの変革と組織的対応の制度化

4.1 個別対応からの課題認識と制度構築の必要性
　初期の障がい支援は、担当者個人の善意と判断に依存する属人的

なものであった。合理的配慮の検討において、判断基準が不明確で

あることに悩まされる場面が多々あった。この属人的な運用は、支

援の質にばらつきを生み、学生や教員の間に不公平感や不信感をも

たらす可能性があった。学生の増加に伴い、支援の公平性、継続性、

透明性を確保するための制度化が急務となった。

4.2 障がい支援申請手続きの確立と運用
　障がい支援担当者と学生の個別連携から脱却し、より多角的な視点

を取り入れるために、障がい支援申請手続きの正式なフローを確立

した（図4）。支援を希望する学生は、診断書や必要な資料を提出し、

障がい支援担当者と一緒に支援内容を検討する。その上で、学務委

員会に上程し、教員や関係部署の代表者で構成される全学的な合意

を得て支援内容を決定するプロセスを導入した。この手続きにより、

学生の家族や他スタッフとの情報共有も円滑になり、支援の透明性

と公平性が向上した。

図4：障がい支援申請手続きのフロー

5. 入試担当との連携

5.1 入試時から連携を行うことによって受験者の不安を取り除く
　入試段階からの連携は、合理的配慮を必要とする受験者の不安を

軽減するために不可欠である。障がいのある受験者は、入試の過程

だけでなく、入学後の大学生活や支援体制について多くの不安を抱

える。本学は、受験者が安心して受験に臨めるよう、入試担当者と

障がい支援担当者が密接に連携する体制を構築した。これにより、

事前の相談や配慮の検討を迅速に行うことができ、受験者は自身に

合った形で受験できるようになる。

5.2 希望に応じて合格者を入学前から面談
　合格者に対しては、希望に応じて入学前に個別面談を実施してい

る。面談にはご家族も同席可能であり、障がいの特性や大学生活に

おける不安、必要な配慮について詳しくヒアリングする。特に、本

学は2024年度まで入学後に宿泊研修が必須となっていたが、この

面談で事前に情報を共有することによって、学生の状況に応じて欠

席しても課題として対応できる。このように、入学前から学生の状

況を把握し、個別に柔軟に対応することで、学生がスムーズに大学

生活を始められるよう支援している。

6. 教員FDの導入による意識啓発

6.1 教員支援の重要性の認識
　制度化された支援を実効性のあるものにするには、学生と直接関

わる教員の理解と協力が不可欠である。教員が学生の障がい特性を

理解し、授業運営や評価方法に適切な配慮を取り入れることが、支

援の成功に直結する。障がい支援担当者だけでは個々の授業におけ

る細やかな配慮は困難であるため、教員自身の意識とスキルを向上

させることが、全学的な支援体制の鍵となる。

6.2 教員研修「DHUにおける障がい学生支援を考える」の開催
　教員の障がい支援に対する意識と能力を向上させるため、教員研

修「DHUにおける障がい学生支援を考える」を開催した。当日は39

名が参加し、その後アーカイブ視聴者2名を合わせて計41名が受

講した。アンケート回答率は75.6%（31名）に達した。研修後のア

ンケートでは、参加者の64.5%が「とても参考になった」、25.8%

が「参考になった」と回答し、その有用性が確認された（表1）。
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表1：教員研修の概況と感想応

概況 感想

当日参加 39名 とても参考になった 64.5%

アーカイブ参加 2名 参考になった 25.8%

参加者全員 41名 普通 9.7%

アンケート回答者数 31名 あまり参考にならなかった 0.0%

アンケート回答率 75.6% 全く参考にならなかった 0.0%

教員研修アンケート回答者の年齢階級・性別グラフ

10名

9名

8名

7名

6名

5名

4名

3名

2名

1名

0名
35～39歳 65歳以上60～64歳55～59歳50～54歳45～49歳40～44歳

男性
女性

図5：教員研修アンケート回答者の年齢階級・性別グラフ

　教員研修の実施後に、教員研修アンケートフォームによる教員の

合理的配慮に関する理解の変化の調査を行った。教員研修に参加し

た31名の教員を対象とした結果、「障がい学生支援」については参

加者の64.5%が「大変深まった」、25.8%が「少し深まった」と半

数以上が回答した（図6）。また、「合理的配慮」に関しても同様に、

参加者の45.2%が「大変深まった」、45.2%が「少し深まった」と

合わせて9割を超え（図7）、障がい学生支援や合理的配慮に対する

理解が深まったことが示された。
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今回の研修を通じて、「障がい学生支援」に関しての理解について
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図6：研修後の障がい学生支援に対する理解の変化
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図7：研修後の合理的配慮に対する理解の変化

7. おわりに

　デジタルハリウッド大学における障がい支援が、特定の学生の入

学を契機に始まり、制度化、教員研修、入試連携といった段階を経

て発展してきたことを報告した。これらの取り組みは、本学が障がい

支援を個別対応から全学的な組織的支援へと転換した過程を示す

ものである。今後も、学生一人ひとりのニーズに応じた個別最適な

支援を追求し、障がいの有無にかかわらず誰もがクリエイティブに

学びを深められる環境を構築していく。
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